
１　施策の位置付け

２　施策の取組状況

市民満足度

・全国の児童相談所での児童虐待相談対応件数は毎年増加しており，平成２５年度は平成１１年度（児童虐待防止法制定前）の約６．３倍となっている。
・児童虐待による死亡事例が全国で多数発生しており，深刻な社会問題となっている。

施策を取り
巻く環境等

・関係機関から構成する要保護児童対策地域協議会が中心となり，児童の安全確保はもとより，児童虐待の未然防止，早期
発見，早期対応を図るため継続的な支援を展開しているものの，支援が長期化するケースの増加等により，「終結件数の割
合」は減少した。
・児童虐待防止に係る周知啓発や地域における見守り体制の整備の働きかけにより，児童虐待に対する市民意識が醸成さ
れつつある。

愛情豊かに子どもたちを育む

施策の満足度（％）

子ども家庭課

政策の柱 Ⅰ　市民の安全で健康な笑顔あふれる暮らしを支えるために
地域社会が一体となって，子育ち・子育ての支援に取り組み，子育て家庭が愛情を持って安心して
子どもを生み育て，子どもがいきいきと子どもらしく育っています。

政策の達成目標
（基本施策目標）

政策名
（基本施策名）

93ページ施策名

概ね順調
・児童虐待防止に係る周知啓発や地区児童虐待防止ネットワークの設置など，虐待に係る理解促進と見守り体制強
化に取り組んでいるものの，依然として児童虐待は全国的にも大きな社会問題であることから，市民満足度につい
ては前年度より微減したものと考えられる。
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４　子どもへの虐待防止対策の強化
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　Ａ ：前年度より向上
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　　　　　　［３３点］
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Ｃ ：達成度７０％未満
　　　　　［１５点］

H28 H29

  ③　主要な構成事業の進捗状況
　　（主要な構成事業の個別の進捗状況は，「３　施策を構成する事業の状況｝を参照）

Ｂ ：達成度７０％～９０％
　　　　　　［２５点］

③主要な構成
事業の

進捗状況

　Ａ ： 計画以上
 　　 （主要な構成事業の
　　　２割超が計画以上）
　　　　　　［３３点］

①施策指標

　Ｂ ： 計画どおり
 　 　（主要な構成事業の
　　　８割以上が計画どおり）
　　　　　　［２５点］

　Ａ ：達成度９０％超
　　　　　　［３３点］

Ｃ ： 計画より遅れ
 　 （主要な構成事業の
　　２割超が計画より遅れ）
　　　　　［１５点］

Ｂ ：前年度同水準
　　　（±５ｐｔ以内）
　　　　　　［２５点］

Ｃ ：前年度より低下
　　　（－５ｐｔ超）
　　　　　［１５点］

総合評価
　順調 ：（Ａ評価が２つ以上
（Ｃ評価がある場合を除く。））
　　　　　［９０点以上］

　概ね順調 ：
　（主にＢ評価が２つ以上）
　　［６５点以上９０点未満］

　やや遅れている ：
　（Ｃ評価が２つ以上）
　　　　［６５点未満］

※『①施策指標』の単年度の達成度の計算について

★ 逓増型の指標（目標値が基準値より増加することが望ましいもの） × １００ （％）

★ 逓減型の指標（目標値が基準値より減少することが望ましいもの） × １００ （％）
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３　施策を構成する事業の状況 ※凡例　○：「総合計画の戦略プロジェクト・主要事業」対象，★：「③ 主要な構成事業の進捗状況」対象（最大５事業選択）

４　今後の施策の取組方針

5

6

要支援児童放課後応援事業費補助金 ★
・虐待の恐れのある家庭の
早期発見と支援の充実

こんにちは赤ちゃん事業（再掲） ・子どもの健康支援の充実

養育支援訪問事業 ★
・養育に関する相談体制の
充実

子育てに対して不安や
孤立感等を抱える家
庭，又は虐待の恐れや
リスクを抱える家庭及
び児童が児童養護施
設等を退所又は里親
終了後の家庭復帰の
ための自立に向けた支
援が必要な家庭

乳幼児健康診査未受
診児

・個別家庭訪問により，母子
の心身の状況及び家庭状況
等を把握し，必要な保健指導
を行う。

計画どおり

計画どおり

計画どおり

計画どおり

児童（18歳未満）とその
保護者，地域住民等

6,684

H13

H26

H22

2,979

H19

477

2,509

22,875

・地域の見守り体制の整備
・虐待の恐れのある家庭の
早期発見と支援の充実
・児童虐待防止の周知・啓発
・養育に関する相談体制の
充実

・育児・養育に係る相談及び
指導並びに養育者の健康相
談等の「相談指導｝
・育児又は援助

生後4か月までの乳児
とその保護者

599

・生後4か月までの乳児のい
る家庭の全戸訪問を実施し，
母子の健康状態や養育環境
の把握と必要な保健指導・育
児情報の提供をする。

養育放棄の状況にあ
る要支援児童（小中学
生）とその保護者

計画どおり
児童（18歳未満）とその
保護者，地域住民等

・基本的な生活習慣の習得に
向けた支援等を行うもので，
運営団体に対して事業費の
一部を補助

方向性

計画どおり

〈施策全般〉
◆児童虐待の未然防止，早期発見，早期対応を図るため，様々な機会を活用し，周知啓発や関係機関との連携強化による迅速かつ的確な
対応などに取り組む。

今後の方向性

H23・子どもの健康支援の充実

課題

〈主要事業〉
◆「家庭児童相談室」については，相談内容の多様化・複雑化に対応するため，職員の専門性や機能等を含めた相談体制を充実させるとと
もに，引き続き，臨床心理士の有効活用に努める。

◆「虐待防止事業」については，児童虐待の未然防止，早期発見，早期対応を図るため，総合対策調整会議や個別ケース会議などの開催
を通じて関係機関の連携強化を図り，引き続き迅速かつ的確に対応していくとともに，地域や民間企業等との協働により，児童虐待に関す
る効果的な周知啓発に努める。

〈その他個別事業〉

健康診査未受診児は，社会的孤立などにより虐待に陥るリスクが高いことか
ら，保護者の育児の様子や児の発育状況などを把握するため，引き続き，保
健福祉事業との連携を図りながら実施する。また，状況が把握できない児童に
ついては，要保護児童対策協議会等との連携を図りながら把握に努めていく。

◆「こんにちは赤ちゃん事業」「すこやか訪問事業」「養育支援訪問事業」等，出産から育児に係る切れ目のない支援を通じて，
子育てに不安や負担を抱える世帯への適切な対応を図り，児童虐待の未然防止，早期発見に引き続き努めていく必要があ
る。

◆あらゆる機会を通じた児童虐待防止に係る効果的な周知啓発により，市民意識の醸成を図るとともに，市民に身近な地域に
おける見守り体制として「地区児童虐待防止ネットワーク」の全地区設置を早急に進める必要がある。

◆ケース状況に応じた適切な支援を展開していくため，引き続き，要保護児童対策地域協議会の連携強化を図りながら，きめ
細かな支援を展開する必要がある。

すこやか訪問事業（再掲）

○★
・児童虐待の未然防止，早期
発見，早期対応及び再発防
止を図るため，組織で対応

虐待防止事業

児童虐待の未然防止，早期発見，早期対応を図るため，総合対策調整会議や
個別ケース会議などの開催を通じて関係機関の連携強化を図り，引き続き迅
速かつ的確に対応していくとともに，地域や民間企業等との協働により，児童
虐待に関する効果的な周知啓発を行っていく。

子育ての相談・指導又は育児家事援助を行い適切な養育の実施を確保するこ
とは，児童虐待の未然防止に有効であるため，引き続き，母子保健事業や各
関係機関と連携しながら事業の利用促進を図っていく。

2

出産後の育児支援や虐待の未然防止を図るため，引き続き，全戸訪問による
面接を実施する。また，面接率の向上や訪問指導員の確保，資質向上に取り
組むとともに，要支援者については，保健福祉事業との連携を図りながら継続
した支援に取り組む。

相談内容の多様化・複雑化に対応するため，職員の専門性や機能等を含めた
相談体制を充実させるとともに，引き続き，臨床心理士の有効活用を図ってい
く。

4

3
健全な家庭の養育を体験・学習することにより，健全な成長と自立を促し，養
育放棄等の虐待の世代間連鎖を防止する。

○★ S40

事業の
進捗状況

H26
事業費

（千円）
開始年度

事業が属する総合計画の
構成事業名

取組（何を）

・家庭児童相談室の充実

・家庭における家庭養育の技
術や児童虐待，不登校，いじ
めなどの児童問題に関するこ
との相談，助言，指導

№
事業内容

対象者・物（誰・何に）

事業名
戦略Ｐ・
主要事業

※
施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針

日本一
施策
事業

1 家庭児童相談室


